
 

 

 

 

株式会社七十七銀行（頭取 小林 英文）では、「７７ＳＤＧｓ支援サービス」を通じ

て、Ｔｒｉｐｌｅｔ Ｒ＆Ｄ株式会社（以下、「当社」といいます。）の「ＳＤＧｓ宣

言書」の策定を支援いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

当行は、持続可能な社会の実現に向け、地域金融機関として企業の「ＳＤＧｓ」への

取組みを支援してまいります。 

 

記 

 

企業名 所在地 事業内容 

Ｔｒｉｐｌｅｔ Ｒ＆Ｄ株式会社 

（代表取締役 岡田 豊） 

宮城県仙台市青葉区落合２丁目

１３ー２１ＷＩＬＬ落合１０２ 
通信業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．当社の「ＳＤＧｓ宣言書」については、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔｒｉｐｌｅｔ Ｒ＆Ｄ株式会社の「ＳＤＧｓ宣言書」の策定支援について 

News Release 2022年４月 28日 

七十七グループは持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を支援しています。 
  もっと、ずっと、地域と共に。 

（企業概要） 

当社は創業以来「新しいものを常に取り入れ、ものづくりを続けていきたい」という

経営理念のもと、業務システム開発および研究開発に取り組んでおります。 

また「事業を通じて地域社会に貢献したい」との考えから、２０２１年４月に社会貢

献事業部「MiQuare」を設立いたしました。「MiQuare」では、多様性や個を尊重した

「あそび×まなび×居場所」を提供することをモットーにレンタルスペースの運営を行

っております。 

今後とも「あったらいいな、できたらいいな」の一つ一つを課題としてとらえ、その

課題を解決していくことを私たちの役割にし続けることで、持続的な社会環境の実現に

貢献してまいります。 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

2015年9月に、国連に加盟する全ての国が全会一致で採択した国

際目標であり、17のゴールと、169のターゲットから構成されてい

ます。 

七十七グループは2020年7月に「七十七グループのＳＤＧｓ宣言 

～ もっと、ずっと、地域と共に。～」を表明し、ＳＤＧｓに対する

取組みを更に強化するため、2021年10月に「ＳＤＧｓ実践計画」を

策定しました。 



取組
カテゴリ

SDGs達成に向けた
重点的な取組テーマ

取り組みの内容
関連が強い

SDGsゴール

人権・労働

ダイバーシティ経営

人材育成

年齢・性別に関わらず、意欲ある人材が十分
に活躍できる環境の整備に取り組んでいます。
・UIJターンを推進します。
・プログラミング未経験者を採用します。

従業員一人ひとりの適正に応じた配置を心が
けています。
・特定のスキルを保持していることが社員として
の条件ではなく、社員が得意とする分野を業務
に生かせるような仕事の創出を行っています。

製品

サービス
社会課題解決への貢献

お客様が実現したいことや、困っていること
を丁寧にヒアリングしたうえで、システムで
解決できるソリューションを提供します。
・お客様のご要望にフィットするオーダーメード
システムの構築を行います。

・システム導入後のメンテナンスを通じてお客様
へ安心を提供します。

・最先端技術の調査・検証の成果をお客様へフィ
－ドバックすることで日本国内や地域の技術格
差をなくしていきます。

社会貢献

地域貢献
地域の交流の場づくり

MiQuareでの事業を通じて対面でのコミュ
ニケーションの場を提供し、地域社会へ貢献
していきます。
・趣味の講座や会議など様々な用途に利用できる
レンタルスペースを提供します。

・子どもといっしょに過ごせるコワーキングスペ
ースやカフェコーナーを設置します。

・不登校児や発達障がいの子どもの学習・子育て
を支援します。

コミュニ

ケーション
情報開示

ＳＤＧｓ達成に向けた自社の取組みを積極的
に公表し、持続可能な企業を目指します。
・ＨＰやＳＮＳなどによる情報開示を強化します。
・自社の取組みのみならず、地域の企業と連携し
てＳＤＧｓを推進します。

当社はSDGsの内容を理解し、SDGs達成に向けた取組を下記のとおり宣言します。

SDGs宣言書

Ｔｒｉｐｌｅｔ Ｒ＆Ｄ株式会社
2022年４月28日

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、持続可能な開発のために国連が定めた国際目標です。2030年までに
世界において解決すべき17のゴールを定めています。SDGsは、2030年の未来の「あるべき姿」もしくは私たちが直面している社会課題が、
分かりやすく・バランス良く「見える化」されたものであり、企業がその経営や未来の姿を検討する際に役立つツールと言えます。
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